









































　このような経過を辿った本件 GPS捜査について、大阪地裁平成27年 6 月 5 日決





















































































































































































































9　最高裁昭和61年 4 月25日第二小法廷判決刑集37巻 6 号791頁、最高裁昭和63年 9 月16日
第二小法廷決定刑集42巻 7 号1051頁、最高裁平成 6年 9月16日第三小法廷決定刑集48巻 6














































































































































































































































る。See, Albert W. Alshuler, The Exclusionary Rule and Causation: Hudson v. Michigan, and Its 

























ている。たとえば、奈良地裁葛城支部平成29年 6 月19日判決  28は、本最高裁判決に
従って GPS捜査を違法な強制処分としつつ、警察官らの「規範ひいては令状主義
軽視の姿勢」、奈良県警の定める運用要領が GPS捜査について保秘の徹底を求める
ことが「GPS端末を利用した捜査の適法性に係る司法審査を事前にも事後にも困
難にするものであって、令状主義の精神に反する」、そのうえ、その後の警察官ら
28　LEX/DB25546108。
37
GPS捜査によって得られた証拠の証拠能力 （守田）
の供述から、本件以外にも私物を用いて GPS捜査を複数回実施していたことが窺
われることを併せて考慮し、本件 GPS捜査を、「令状主義の精神を潜脱し、没却す
るような重大なものであると評価されてもやむを得ない」と判断して本件 GPS捜
査によって直接的に得られた証拠と、これがなければ得られなかったと認められた
証拠の証拠排除に至った。その一方、各事情から密接関連性を否定するという手法
で、第二次証拠の証拠能力を認めている。
　いずれにしても、強制処分法定主義および令状主義に反する極めて重大な、適正
手続を欠いた捜査手法であることを前提としながら、適正手続の保障の観点ではな
く、従来の政策的な見地からの証拠排除の検討は続けられており、当該捜査の違法
の認定と証拠排除判断の間の統一性を欠くものと考えられるのである。今後も、継
ぎ接ぎのされた歪な排除法則が用いられることが予想される。その適否について
は、今後の判例および裁判例の集積を待つよりほかない。
（筑波大学人文社会系助教）
